
 

 
も く じ 

 
１．巻頭特集 新現場⼒を⾝に付け⾃らの道を開く ⼀財）⽇本建設情報総合センター 尾澤卓思理事・・・1 
２．新技術活用 

(1) 近畿地⽅整備局における新技術活用ランキング（令和元年度）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 
(2) 新規に登録された新技術 近畿地⽅整備局受付（令和元年度登録）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 
(3) 近畿地⽅整備局における新技術活用の進捗状況（平成 31 年４⽉〜令和 2 年 3 ⽉）・・・・・・・・・・・・・6 
(4) 利活用の多かった新技術の⼀覧表（１位〜20 位）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 

３．特集記事 
(1) BIM/CIM に関する普及の⽅向性と技術的課題 ⼀財）⽇本建設情報総合センター・・・・・・・・・・・・ 8 

４．連載 新都市社会技術融合創造研究会およびプロジェクトについて 
(1) 新都市社会技術融合創造研究会の目的、役割、組織概要ほか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 
(2) 委員⻑あいさつ ⼤⻄有三委員⻑・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
(3) 進⾏中のプロジェクトおよび令和元年度に完了したプロジェクトについて・・・・・・・・・・・・・・・13 

５．トピック 
(1) 近畿地整における現場ニーズと技術シーズのマッチングについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 
(2) 新技術活用評価会議だより・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

６．次号予告 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・ 裏表紙 

【CIM データを用いた業務成果】 
右上︓⾼架橋掛違い橋脚のドライバーズビュー 
左上︓同橋脚下り⾞線側のドライバーズビュー 
左下︓錯綜部分の配筋の当たり箇所照査例 

資料提供︔滋賀国道事務所 



近畿建設新技術活用通信 第 8 号（vol.8）2020.8.21 

 

 

 

 

 
建設現場の⽣産性⾰命の実現には、現場⼒の低下という現場の課題を克服することが重要で、ICT

を活用した新たな能⼒（新現場⼒注１））による仕事の効率的、効果的な仕⽅や質の向上による⾼度
化を図り、現場⼒の⾶躍的向上と現場技術者の技術⼒向上を目指す必要がある。 

BIM/CIM の利用は、建設プロセスにおいて 3 次元モデルの利用効果と情報の共有化による効果
の相乗効果を期待するものである。設計や施工等において前工程の者と後工程者が 3 次元モデルや
データを共有し、効率的・効果的に作業を⾏うフロントローデングや並⾏的に作業を⾏うコンカレ
ントエンジニアリングを⾏うことができ、新しい取組も始められた。 

しかし、こうした BIM/CIM の利用は設計や施工等の委託業務を中⼼に取り組んでおり、これだ
けでは現場における⽣産性⾰命にはまだ⼗分ではない。⾏政管理者（発注者）が⾃ら⾏う事業調整
や管理業務等において、BIM/CIM のみならず広く ICT を活用した仕事の仕⽅を考える必要がある。
現場の業務全体で ICT の活用を考えること（現場まるごと i-Con 化注 2））が重要である。 

そこで⾏政管理者（発注者）の事業調整や管理業務等を対象に、BIM/CIM モデル及び情報共有
環境を用いた現場改⾰について 5 つの具体的な目標と３つの視点を提案する。これにより、現場で
の仕事の仕⽅が⼤きく変わり、作業⼿順の効率化、作業内容の⾼度化を可能にし、現場技術者の技
術⼒の向上を実現することができる。 

発注者向けの 5 つの具体的な目標 
（１）公共調達関連業務を簡単・便利に 
（２）事業プロセス管理を上⼿に、スピーディに 
（３）維持管理、⾏政管理をレベルアップ、スマートに 
（４）災害対応、復旧措置を迅速、確実に 
（５）情報、データを使いこなせる現場に 
要点を記述すると、公共調達関連業務は、契約からオンライン電子納品まで個々のシステムにア

クセスするのではなくシームレスにサービスを受けることを目指す。事業プロセス管理や維持管理
等は、インフラデータプラットフォームと統合モデルを使い、新たなマネジメント⽅策を導入する。
災害時は、クラウドの即時性、同時性を活かし、激的に効率をあげる。情報、データは使える仕組
みがあってこそ⽣きるため、BIM/CIM 等利用目的に応じた仕組みを構築する。 

目標達成に向けた 3 つの視点 
（１）人の移動を減らす 

・クラウドの即時性、同時性により時間とコストを産み出す 
（２）データの利活用を可能にする仕組みを構築する 

・プラットフォームと統合モデルにより、情報の集約と効率的運用を図る 
・情報共有環境から知恵の共有環境へ進化する （ノウハウのシステム化） 

（３）現場技術者は新現場⼒を⾝に付ける 
・新たな現場経験による技術⼒の向上を図り、⾃らの進む道を開く 
 

新現場力を身に付け自らの道を開く 

～ 行政管理者（発注者）の BIM/CIM 利用 ～ 

一般財団法人日本建設情報総合センター 
尾澤卓思理事 
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要点を記述すると、最も⽣産性効率の悪い「移動」にメスを入れ、BIM/CIM によりプラットフォ

ームと統合モデルを用いて情報の集約と利用効率を⾼める。その際に情報はノウハウ等知恵となる
ことに留意する。現場技術者が、これまでにない新しい経験をして成⻑し、次のステップへ進むこ
とが最も重要である。 

新たなマネジメント方策の導入 
⾏政管理者（発注者）の BIM/CIM モデル及び情報共有環境を用いた現場改⾰の核となる技術が

インフラデータプラットフォームと三次元管内図（統合モデル）である。事業プロセス管理や維持
管理等を体系的に⾒える化するとともに、業務の効率化、新たなマネジメントの導入による⾼度化
を図る。具体的には、クラウドを介してインフラデータプラットフォームを構築し、測量・調査か
ら維持管理まで統合モデルを用いて⼀貫してデータやモデル等の利活用を可能にする三次元管内
図の利用である。注 3）Digital Twin 注 4）の時代を迎え、⾏政管理者（発注者）はクラウドを用いて
継続的に 3 次元管内図による新たなマネジメントを⾏うことになろう。（図-1 参照） 

こうした新たな技術（新現場⼒）を使いこなして、これからの道を開くことが、現場技術者に求
められていることである。今こそデジタル能⼒とリーダーシップ能⼒を⾼め、新たな道へ現場改⾰
を進める必要がある。 
 
注 1）これまでの現場における人、技術、システムの有する能⼒が技術⾰新により向上し、新たに構築された課題解決能

⼒ 
注 2）JACIC ʻi-Conʼチャレンジ戦略 
注 3）尾澤卓思︓インフラデータプラットフォームと三次元管内図の活用、JACICnews3 ⽉号 No.370,2020.3.1 
注 4）現実の世界から収集した様々なデータを、まるで双子であるかのように、コンピューター上で再現する技術のこと

引用︓ICT Business Online NTT コミュニケーションズ 

 
 

図-1 河川流域における三次元管内図の連携イメージ図 
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表-2 近畿地方整備局における工種別新
技術活用ランキング（令和元年度） 

表-１ 近畿地方整備局における新技術活用ランキング（令和元年度） 

図-2 新技術活用の推移（令和元年度） 

 
 

 

 
1.年間ランキング 

令和元年度の近畿地⽅整備局において、直轄工事での活用件数が多い上位 10 技術は表-1 のとお
りです。最も活用件数が多かったのは、「受発注者間の情報共有システム「電納 ASPer(データ保管
サービス)」」です。第２位は「安全建設気象モバイル KIYOMASA」、第３位は「ソーラー式 LED 表
示機」でした。工種別では仮設工、土工の 3 技術が最も多くなっています。 

この結果は、前年度と違う傾向となっています。ランキングの中で、第 10 位に登場した「地上
型 3 次元レーザースキャナによる形状計測」は、i-Construction の推進による ICT 活用工事の設
定において、出来形管理に利用される技術であり、近年多くの現場での取組結果が反映されたもの
と推測されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.工種別活用ランキング 

令和元年度の近畿地⽅整備局における活用延べ新技術数 2,548 件を工種別にランキングすると
表-2 のとおりです。 

最も多くの新技術が使われた工種は「仮設工」で、「土工」「CALS 関連技術」「コンクリート工」
「道路維持修繕工」の順に活用されており、その順位の傾向は全国的に類似しています。また、上
位 3 工種で約 60%を占めていることも平成 30 年度と同様の傾向です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.近畿地方整備局における活用率が減少 

新技術活用率（新技術を活用した工事件数を総工事件数で除した百分率）は、令和元年度では
39.1%（新技術を活用した工事件数︓621 件、総工事件数︓1,588 件）となり前年度と⽐べて減少
しました（図-2 参照）。 

また、活用延べ新技術数は 2,548 件（港湾除く）で、1 工事あたりの活用新技術数は 1.68 技術
（ひとつの工事で複数の新技術が活用されている）となっています。 

近畿地方整備局における新技術活用ランキング（令和元年度） 

（令和元年度のデータは令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇の集計値） 

順位 NETIS登録番号 技術名称 概要 工種 有用な新技術

1 KK-160040-VE 受発注者間の情報共有システム「電納ASPer(データ保管サービス)」 受発注者間で共有できる電子納品システム ＣＡＬＳ関連技術

2 KT-100110-VE 安全建設気象モバイルKIYOMASA 気象情報メール通知システム 土工 活用促進技術

3 KK-100021-VE ソーラー式LED表示機 充電式バッテリーによる文字・画像表示装置 仮設工

4 KT-090046-VE 法面2号ユニバーサルユニット自在階段 ユニット型昇降設備 仮設工 推奨技術

5 CB-100037-VE 軽トラック積載対応型屋外可搬式トイレユニット 仮設用車載トイレ 仮設工

6 KT-140091-VE インテリジェントマシンコントロール油圧ショベル ICTセミオート制御機能搭載油圧ショベル 土工

7 KK-150058-VE 3次元点群処理ソフト(TREND-POINT)を用いた施工土量計測システム 電子納品等の施工管理業務支援ソフトウェア 土工

8 KK-110050-VE 土木標準積算データを利用した施工管理システム[デキスパート] 施工管理支援ソフトウェア ＣＡＬＳ関連技術

9 KT-110001-VE ブリード・ボンド工法 コンクリート打継処理工法 コンクリート工

10 KT-140022-VE 地上型3次元レーザースキャナによる形状計測 地形・空間・構造物等の形状計測システム 調査試験

工 　種 活用件数

1 仮設工 707

2 土工 463

3 ＣＡＬＳ関連技術 304

4 コンクリート工 276

5 道路維持修繕工 155

6 共通工 148

7 舗装工 95

8 調査試験 87

9 付属施設 59

10 電気通信設備 49

10工種以外 205

2,548合計
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表-3  新規登録技術（令和元年度近畿地方整備局登録   2 月～3月） 

 
 
 

近畿地⽅整備局において令和 2 年２⽉ 1 ⽇より令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇までに新技術情報提供シス
テム（NETIS）へ登録した新技術は 16 技術で、その概要は表-3 のとおりです。登録状況について
は、平成 30 年度の同時期の 14 技術と⽐較して 1.1 倍となっています。これは、年度末に向けて
審査が進んだ結果を反映したものとなっています。 

登録された技術は、製品に関する技術が 10 技術、工法に関する技術が 2 技術、材料に関する技
術が 2 技術、システムに関する技術が 2 技術でした。工種別の登録状況では、道路維持修繕工が 3
技術、電気通信設備、付属施設、共通工、橋梁上部工が 2 技術、砂防工、仮設工、建築、機械設備、
コンクリート工が 1 技術となっています。道路維持修繕工が約５分の１を占め、新技術情報提供シ
ステム（NETIS）の⼀般化が進⾏していることが想像できます。なお、令和 2 年 6 ⽉末現在の NETIS
における新技術の登録総数は 2,961 件(評価情報 929 件)となっています。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規に登録された新技術 令和元年度近畿地方整備局受付（令和 2 ） 
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表-4 月別登録技術数の推移（令和元年度） 

表-6 工種別登録技術数（令和元年度） 
表-5 区分別登録技術数 

（令和元年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年度、近畿地⽅整備局における登録件数
は 46 件です。登録の⽉別変動は表-4 のとおりで、
3 ⽉が 16 件、12 ⽉が 7 件と登録数が多くなって
います。登録された区分は、表-5 のとおりで、製
品が約半数を占めて多くなっており、平成 30 年
度と同様の傾向となっています。登録された工種
は、表-6 のとおり道路維持修繕工が最も多く 8 件
で、仮設工 6 件、共通工 5 件となっています。 

NETIS ホームページを検索し、新しい技術に触
れてみてください。 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計
件数 5 2 4 2 2 3 3 2 7 0 0 16 46

区分 件数
製品 25
工法 12

システム 5
材料 3
機械 1
合計 46

工種 件数
道路維持修繕工 8
仮設工 6
共通工 5
付属施設 3
コンクリート工 3
橋梁上部工 3
電気通信設備 3
基礎工 3
トンネル工 2
調査試験 2
機械設備 1
その他 7
合計 46
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図-3 活用の類型（令和元年度） 図-4 新技術活用状況（令和元年度） 

 
 
 

令和元年度の近畿地⽅整備局における新技術の活用状況については、和歌⼭河川国道をはじめ 26
事務所で 621 工事 2,548 技術（活用技術数は港湾除く）の報告となっています。 

新技術の活用類型は、図-3 に示すとおり、2,548 技術のうち、15 工事 62 件が発注者指定型、
残りの 606 工事 2,486 件が施工者希望型で活用されています。 

活用工事件数は福井河川国道の 83 件、活用率は和歌⼭河川国道の 89％が最も多くなっていま
す。次に、１工事あたりの新技術の活用数については、足羽川ダム工事事務所「付替県道 8 号橋工
事」の 27 技術の活用が最も多く、次いで同じく「すさみ串本道路有⽥東地区改良工事」の 21 技術
となっています。全体では１技術の活用が 114 現場（25.1％）、2 技術の活用が 79 現場（17.4％）、
3 技術の活用が 83 現場（18.2％）で、１〜3 技術の活用で、全体の約 60％となっています。 

年間を通じた変動は、図-4 に示すように、年度途中で伸び率が鈍化する傾向があります。これは、
年度前半は、国債工事や翌債工事により工事が始動した後、前期末に当年度の工事が発注され工事
数が増⼤し、徐々に新技術が活用されていく傾向を反映したものと推定されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

NETIS 登録技術のうち、令和元年度（令和 2 年 6 ⽉ 2 ⽇現在）の全国における、利活用が多か
った新技術を活用件数順に示します（表-7 参照）。 
 
 

  

（令和元年度のデータは令和２年 3 ⽉ 31 ⽇の集計値） 

近畿地方整備局における新技術活用の進捗状況（平成３１年４月～令和２年３月） 

 

利活用が多かった新技術の⼀覧表 
〜 令和元年度（令和 2 年 6 ⽉ 2 ⽇現在）の集計状況 〜 

表-7 利活用が多かった新技術の⼀覧表 

No. NETIS
登録番号

技術名称 技術概要（副題） 技術区分

1 HK-100045-VE グレードコントロールシステム

建設機械に取り付けたセンサからの情報を組み合わせ、
2D/3Dの設計データを参照しながら建設機械のコントロー
ルやガイダンスを⾏い、敷均し工・法⾯整形工・舗装工等
を⾏う

システム

2 KT-170076-VE
通信⼀体型現場監視カメラ

「G-cam02K」
通信⼀体型遠隔監視カメラで、有線回線の設置が不要とな
るため、工程の短縮及び経済性の向上が図れる

製品

3 TH-110004-VE ソーラー式フルカラーLED電光表示板 4文字2段横型フルカラー表示機 製品
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No. NETIS
登録番号

技術名称 技術概要（副題） 技術区分

4 QS-110023-VE
移動式ネットワークカメラ
「モニタリングミックス」

簡単に移動ができるネットワークカメラ、遠隔操作で広範
囲をリアルタイムの動画で⾒れるシステム

システム

5 HK-160014-VE ⾛⾏式道路区画線診断システム
デジタルカメラで前⽅路⾯を⾃動連続撮影し、専用の画像
解析ソフトウエアにより道路区画線の剥離率分布を可視化
する調査・解析技術

システム

6 HR-100013-VE ⽀承の若返り工法
既設鋼製⽀承に⾦属溶射することより⻑期間防⾷し、同時
に潤滑性防錆剤を注入する技術。耐久性向上、およびライ
フサイクルコストの縮減

工法

7 HR-140026-VE
バックホウ3Dマシンガイダンス

システム
GNSS、またはトータルステーションを使用したバックホ
ウ3Dマシンガイダンスシステム

システム

8 KT-100006-VE
転圧管理システム

 GEO-PRESS (ジオプレス)
TSやGPSを用いた、盛土工事における締固め回数の管理を
⾏うシステム システム

9 KT-160124-VE
ロードライン マーキュリー

 ドライサポート工法

⽔性型路⾯標示に特殊硬化液を塗布し速乾させる工法で、
従来は、区画線設置工法(⽔性路⾯標示用塗料)で対応して
いた

工法

10 KK-100009-VE N-SSI工法
⾶来塩分や凍結防⽌材による塩害で劣化したコンクリート
構造物に対する⾼防錆型断⾯修復工法で補修部位の劣化状
況や塩化物イオン量に応じて材料を加減しコストを縮減

工法

11 KTK-160024-VE 蔵衛門Pad
電子⼩⿊板およびクラウドサービスを利用した工事写真管
理システム 製品

12 QS-110002-VE アジャストーン 砕石場の副産物を規格化するとともに、コンクリート塊の
再利用を促進した材料である

材料

13 CB-110033-VE
モーター駆動式トータルステーション

制御搭載 多機能電子野帳
(Mr.Samurai CALS/i)

測量・施工管理等を効率化・省⼒化する軽量な多機能電子
野帳システム

システム

14 SK-140010-VR 締固めレイヤー管理工法
TS・GNSS(GPS)によるの盛土の層厚(巻き出し厚)、層数
管理を⾏いながら同時に締固め回数管理を⾏う。 工法

15 CG-110021-VE
ブラスト⾯(素地調整1種)を形成でき

るハンディ動⼒工具
『ブリストルブラスター』

さびや劣化塗膜等を除去し正常なブラスト⾯が形成でき、
粉塵⾶散や騒音や産廃物が少なく安全な塗装前の素地調整
用動⼒工具

機械

16 TH-100021-VE
3Dレーザースキャナーによる

現況地形確認システム
3Dレーザースキャナーを用いた現況地形確認及び出来形確
認 システム

17 KT-170007-VE
アンカーボルト引張荷重の
⼀体型試験測定システム

(テクノテスターシリーズ)

活用により多くの引張試験を⾏う際の組⽴作業の軽減と、
データ保存もできる効果により安全性の向上と工程の短縮

システム

18 KT-160139-VE 鉛直打継処理シート工法 最⼤⾻材40㎜コンクリート鉛直打継⾯処理用樹脂シート 工法

19 QS-100008-VR ニュースパンガード コンクリート構造物の劣化を防⽌する⼀液性シラン系表⾯
含浸材

製品

20 HK-150007-VR 油圧式敷板鋼板移送装置
敷鉄板の積み込み、積み下ろし、設置、撤去作業を安全で
迅速に⾏える装置 機械
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BIM/CIM に関する普及の方向性と技術的課題 
一般財団法人日本建設情報総合センター 

 

1. はじめに 
国土交通省では、i-Construction におけるトップランナー施策である ICT の全⾯的な活用を

BIM/CIM を用いて推進するために関係団体が⼀体となり BIM/CIM の推進及び普及に関する目標
や⽅針について検討を⾏い、具体的な⽅策について意志決定を⾏うことで BIM/CIM の施策を進め
ていくことを目的とした BIM/CIM 推進委員会が平成 30 年 9 ⽉から設置され、本年 2 ⽉ 5 ⽇に
は、第 3 回の推進委員会が開催され、BIM/CIM 普及のため様々な項目について審議されています。
（写真-1 参照）本稿では、監督・検査での活用を検討している映像技術と、これをはじめ新技術を
使用できるような人材の育成に焦点をあて紹介します。 

 
 
2. 映像技術の利活用 

国土交通省では、臨場における確認・検査において、映像情報を導入し更なる⽣産性の向上と効
率化を推進することを目指しています。その中で、近年、様々な分野で活用されている VR（仮想
現実）は、3 次元データや映像などと組み合わせて建設分野でも活用されている場⾯が増えてきて
います。また、VR と似た技術として AR、MR、SR があります。 
(1) VR(Virtual Reality) 

VR は「仮想現実」と言われ、「表⾯的には現実
ではないが本質的には現実」という意味が含まれ
ています。発祥は 1930 年代の航空機シミュレー
ターが代表される技術ですが、VR 元年といわれ
た 2016 年には各社からゲームを中⼼としたコン
テンツ、ヘッドセット、VR ゴーグルが販売され
ました。 

VR ゴーグルを装着すると、視界の 360 度が覆
われ、限りなく現実に近い世界に没入できる感覚
となります。どこにいても教室と同じ授業が受け
られる教育関係、遠隔地から⼿術や治療を⽀援す 
る医療関係、安全教育や施工のための打合せに活用する建設分野など様々な分野に VR の活用が広
がりつつあります。（写真-2 参照） 

BIM/CIM に関する普及の方向性と技術的課題 
⼀般財団法人⽇本建設情報総合センター 

写真-1 第 3 回 BIM/CIM 推進委員会開催状況 

写真-2 VR を活用した安全教育 1) 

- 8 -



近畿建設新技術活用通信 第 8 号（vol.8）2020.8.21 

(2) MR(Mixed Reality) 
MR は「複合現実」と言われ、仮想世界を現実世界に重ね合わせて体験できる技術で、AR とは逆

で仮想世界（デジタル空間）が主体となります。現実世界の情報がカメラなどを通じて仮想世界に
反映させることができるため、同じ MR 空間にいる複数の人間が同時にその情報を得たり、同じ体
験をすることが可能となります。 

活用事例として、現実世界の位置情報を計測した仮想空間に実寸⼤の 3 次元モデルを重ね合わせ
て表示させる事例があります。これにより建設分野や製造分野において、事前検証が可能になりま
した。⾃由な⾓度からの観察、スムーズな事前検証ができることから、今後幅広い利活用場⾯が増
えることが期待できます。（写真-3 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) AR(Augmented Reality) 

AR は「拡張現実」と言われ、VR は別の仮想空間を作り出すのに対し、AR は現実世界に CG な
どで作るデジタル情報を加えるものです。いわゆる現実世界に仮想現実を拡張させる技術で、VR
と異なり AR はあくまで「現実世界が主体」となっています。 

AR が多く活用されているのは、スマホのゲームアプリです。スマホの位置情報を利用して、画
⾯内に現実世界の風景と仮想現実のキャラクターを併せて映し、あたかもその現実の場所にゲーム
のキャラクターがいるかのような体験ができるものです。（写真-4 参照） 
(4) SR(Substitutional Reality) 

SR は「代替現実」と言われ、ヘッドマウントディスプレイを活用し現在の現実世界の 360 度映
像から過去の 360 度映像を差し替えて映すことで、過去の出来事があたかも現在、目の前で起き
ているかのような錯覚が引き起こされるものです。また、視覚・聴覚だけでなく触覚なども組み合
わせて使用することで、仮想世界をより現実世界のことように体験させることもできます。人間の
認知システムを解明するための有用なツールとなる可能性が⾼いと期待されています。 
(5) 課題 

映像技術は、建設分野をはじめ多くの分野で利活用が進んでいますが、⽣産性向上、効率化の⾯
で下記の課題について更なる解決が必要と考えられます。 
  ⾃然な操作感となるインターフェイスの実現 
  ⾼解像度の実現 
  VR 酔いの解消 
今後は、映像のみならず 3 次元データ（BIM/CIM モデル）とリンクさせ、検査にも活用するこ

写真-3 ホロレンズを用いた MR 施工管理 写真-4 AR を活用したトンネル維持管
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とになります。上述以外の課題も⽣じるものと思われますので、関係者の更なる技術開発を期待す
るところです。 

 
3. BIM/CIM 技術者の育成 

Digital Twin の時代を迎え、⾏政管理者（発注者）が BIM/CIM 技術者として⾃ら⾏う事業調整
や管理業務等において、BIM/CIM モデル及びクラウド技術を用いた情報共有環境などの ICT を用
いることにより、仕事の仕⽅が⼤きく変⾰し、作業⼿順の効率化、作業内容の⾼度化が可能となる
とともに現場技術者の技術⼒の向上が実現されようとしています。 

そのなかで、⾏政管理者（発注者）はコンピュータや 3 次元 CAD、クラウド技術やこれを活用
した新たなマネジメント⼿法などに関する新たな知識や情報、新たな技術「新現場⼒」の習得が必
要となります。 

しかしながら、こうした知識や情報は、建設業界では近年急速に整備が進んできたものであり、
発注機関においては蓄積が少なく触れる機会も少ないのが現状と思われます。 

このような現状認識のもと、JACIC では、発注者として必要な BIM/CIM に関する基礎知識の習
得と基本操作（⾒れる）の実践を目的とした「発注者向け BIM/CIM 研修（初級）」を実施し、役
職、年齢に関わらず広く BIM/CIM の普及を図っているところです。 

本研修は、平成 30 年 12 ⽉から年 2 回の頻度で、表-8 に示すような研修内容で全国建設研修セ
ンターにて実施しています。また、地⽅整備局等の要請に応じて、研修内容をカスタマイズした地
⽅研修も委託により実施しています。（写真-5 参照） 

令和 2 年度も全国建設研修センターで 2 回と地⽅での委託による研修も考えています。開催概
要をホームページ(http://www.cals.jacic.or.jp/)で案内していますので、参加をご検討ください。 
 
 

【講義】① BIM/CIM の現状と今後 
② BIM/CIM に関するコンピュータ基礎知識 
③ 3 次元 CAD の基礎 
④ 測量成果に関する要領・基準の概要 
⑤ 設計成果に関する要領・基準の概要 
⑥ BIM/CIM の利用を考える 

【実習】① 測量成果の確認⽅法 
② 橋梁等設計成果の確認⽅法 
③ 設計成果（統合モデル）の確認⽅法 
④ クラウドを利用した成果の確認 

 
4. 最後に 

産官学連携のもと BIM/CIM が多くの業務や工事に適用されていくことになります。その中で、
ICT を活用した新現場⼒の⾶躍的向上と現場技術者の技術⼒向上が求められるところです。JACIC
は、BIM/CIM 事業の推進のため、新技術の活用に関する調査検討、新現場⼒を習得し人材の育成
など、積極的に⽀援を⾏ってまいります。            （研究開発部次⻑ 徳重） 

【参考資料等】 
1) 建設通信新聞 HP (東亜道路工業)、2) ⼤林組 HP (⼤林組)、3) ⽇刊建設工業新聞 HP (鴻池組)、 
※その他写真︓JACIC 撮影 

表-8 主な研修内容 

写真-5 発注者向け BIM/CIM 研修での講義状況 
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□目的︓社会資本の整備、維持、管理に関わる産・学・官の連携・協⼒による 

新しい技術の研究、普及等に関する事業を⾏い、もって都市再⽣と地域連携 
による経済活⼒の回復に貢献し、国⺠⽣活の質の向上、安全で安⼼できる暮 
らしの確保、環境の保全・創造に寄与することを目的とする。 

□事務局︓近畿地⽅整備局道路部道路工事課、近畿技術事務所 
□官の役割︓産･学･官の連携･協⼒による新しい技術の研究･開発･普及のため、現場のニーズとシ

ーズのマッチング調整、フィールド提供、研究報告会（セミナー開催）を実施する。 
□産学官連携の仕組み（図-5 参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

□新都市社会技術融合創造研究会の組織概要 
①プロジェクト選定・評価委員会（表-9 参照） 

・「選定」︓現場ニーズに即した募集テーマの設定および提案プロジェクトの選定 
・「評価」︓プロジェクトの円滑かつ適正な遂⾏のためプロジェクトを評価 

②テクニカルアドバイザー（表-10 参照） 
・「技術⽀援」︓プロジェクトチームに対して技術的な指導・助言を⾏う 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

■新都市社会技術融合創造研究会（産学官連携） 

図-5 産学官の連携イメージ 

表-10 テクニカルアドバイザーのメンバー表 表-9 評価委員会のメンバー表 

（令和 2 年 6 ⽉時点） 

所 属・役 職 氏 名

チーフ 京都⼤学 名誉教授 ⼤⻄ 有三

京都⼤学経営管理⼤学院 特任教授 ⼩林 潔司

京都⼤学経営管理⼤学院 特定教授 ⽟越 隆史

国土交通省 近畿地⽅整備局 道路部⻑ 植⽥ 雅俊
国土技術政策総合研究所 道路構造物研究部
 橋梁研究室⻑

⽩⼾ 真⼤
国⽴研究開発法人 土⽊研究所 地質・地盤研究グ
ループ 上席研究員（特命事項担当）

浅井  健⼀
国⽴研究開発法人 土⽊研究所 地質・地盤研究グ
ループ 土質・振動チーム 主任研究員

加藤  俊二

臨時アドバ
イザ-

国土技術政策総合研究所 道路交通研究部
 道路研究室⻑

横地 和彦

所 属・役 職 氏 名

委員⻑ 京都⼤学 名誉教授 ⼤⻄ 有三

副委員⻑ （⼀社）⽇本道路建設業協会関⻄⽀部 ⽀部⻑ 松本 勝也

副委員⻑ 京都⼤学経営管理⼤学院 特任教授 ⼩林 潔司

副委員⻑ 国土交通省 近畿地⽅整備局 道路部⻑ 植⽥ 雅俊

委 員 （⼀社）⽇本建設業連合会関⻄⽀部 副⽀部⻑ 古川 和義

委 員 （⼀社）⽇本橋梁建設協会 技術委員会 設計⼩委員会
 委員

   二葉 悟

委 員
（⼀社）プレストレスト・コンクリート建設業協会
 関⻄⽀部

橋野 哲郎

委 員 （⼀社）建設コンサルタンツ協会近畿⽀部 技術部会⻑ 久後 雅治

委 員
国土技術政策総合研究所 道路構造物研究部
   橋梁研究室⻑

⽩⼾ 真⼤

委 員
国⽴研究開発法人 土⽊研究所 地質･地盤研究グループ
 上席研究員(特命事項担当)

浅井 健⼀

委 員 国土交通省 近畿地⽅整備局 道路企画官   堤 英彰

委 員 国土交通省 近畿地⽅整備局 道路情報管理官 河合 良治

委 員 国土交通省 近畿地⽅整備局 近畿技術事務所⻑ 達家 養浩

臨時委員 国土技術政策総合研究所 道路交通研究部 道路研究室⻑ 横地 和彦

- 11 -



近畿建設新技術活用通信 第 8 号（vol.8）2020.8.21 

表-11 令和 2 年度事業計画スケジュール（案） 

新都市社会技術融合創造研究会 委員⻑あいさつ 
プロジェクト選定・評価委員会 ⼤⻄有三委員⻑（京都⼤学名誉教授） 

新都市社会技術融合創造研究会は、産・学・官の三者が合同で精⼒的
に活動する場として平成 15 年 3 ⽉に発足し、事務局を近畿技術事務所
に置き、今年で 18 年目を迎えることになりました。研究会を始めるこ
との発端は、その数年前から近畿地⽅整備局道路部と⼤学関係者が情報
交換を不定期に⾏ってきたところ、お互いのニーズとシーズのマッチン
グが可能かどうかを具体的に探っていくことで意⾒の⼀致を⾒ました。
そこで現場で実際にものづくりをしている⺠間建設業者を加え、「新都 
市社会技術融合創造研究会」を⽴ち上げ、産・学・官が共同作業できる体制でそれぞれがメリッ
トを享受できる研究会を目指すことが決まりました。この研究会で最も重要なことは、官側によ
る現場（フィールド）の提供です。⼤学にはスケールの⼩さな研究室等しかなく、通常、産も⾃
前の現場は持っていません。そのために研究会では参加メンバーも現場に出て実物のインフラ構
造物を⾒て実情を把握し、問題の解決を目指すこととしています。 
（本研究会については、国交省近畿地⽅整備局のホームページにも記載されています。 

https://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/index.html ） 
本研究会では、有識者、国交省関係機関、⺠間団体等からなる「委員会」を設置して、 プロジ

ェクトの募集、プロジェクトチームの設置、評価やその⽀援措置等を⾏うほか、テクニカルアド
バイザーを置いて、チームの活動に必要な技術的⽀援を⾏うと共に、新しい道路技術の普及や広
報のためのセミナーや研究成果報告会を開催しています。研究会では、選定した研究プロジェク
トごとにリーダーを中⼼とする産・学・官のプロジェクトチームを設置します。プロジェクトの
実施にあたってチームは、産・学・官の各分野の知識（人）、費用、機器、材料等を持ち寄り、研
究成果をとりまとめ、「委員会」に報告することとなります。研究成果は広く⼀般に情報提供を⾏
うため、成果発表会や近畿地⽅整備局ホームページ等で公表することとしています。 こうして現
在までに５０を越えるプロジェクトが終了、5 プロジェクトが継続して進⾏中（国交省近畿地⽅
整備局 HP 参照）で、今年度も新たに４テーマが選ばれています。なお、このような産学官連携
プロジェクトは、全国の地⽅整備局の中でも珍しく、本委員会が唯⼀であります。 
 

項目 
令和 ２年度 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

プロジェクト選定・評価委員会 
 
 

           

アドバイザー会議 
 
 

           

新都市社会技術セミナー 
 
 

           

プロジェクトチームの研究活動 
 

           

⼤⻄有三委員⻑ 

・R3 継続 PJ(5 件)及び 
新規プロジェクトを対象 

 

第 15 回委員会

 
第 8 回会議 

継続プロジェクト（5 件） 

 
第 17 回セミナー

第 14 回委員会

新規プロジェクト（４件） 

・新規プロジェクトの選定 
･令和元年度ＰＪ研究成果(10 件)の評価

●

・令和元年度ＰＪ(10 件)の研究成果発表

・Ｒ３新規テーマの選定 

- 12 -

https://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/index.html


近畿建設新技術活用通信 第 8 号（vol.8）2020.8.21 

進⾏中のプロジェクトおよび令和元年度に完了したプロジェクトについて 
令和 2 年度の事業計画スケジュール（案）を表-11 に示します。新たに選定された４プロジェ

クトを含む現在進⾏中のプロジェクトを表-12 に、令和元年度に完了したプロジェクトを表-13
に示します。なお、本誌の次号以降に、完了プロジェクトを順不同でご紹介します。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考 URL】https://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/ 

表-13 令和元年度完了プロジェクト⼀覧表 

表-12 令和２年度進⾏中のプロジェクト⼀覧表 

⽇本工業⼤学 基幹工学部

 石川 貴⼀朗 准教授

京都⼤学⼤学院 工学研究科

 宇野 伸宏 教授

京都⼤学⼤学院 工学研究科

 岸⽥ 潔 教授

京都⼤学⼤学院 工学研究科

 ⾦ 哲佑 教授

⼤阪市⽴⼤学⼤学院 工学研究科

   ⼭口 隆司 教授

フィールド
提供事務所

福知⼭河川国道事務所 
他

京都国道事務所 他

京都⼤学⼤学院 工学研究科
 肥後 陽介 准教授

⼤阪⼤学⼤学院 工学研究科
 ⾙⼾ 清之 准教授

岡⼭⼤学⼤学院環境⽣命科学研究科
 ⻄⼭ 哲 教授

（未定）

（未定）

8
国土交通データプラットフォーム構想に基づく
道路管理⼿法から発展させるi-Construction

R2〜R4 （未定）

6
｢宙⽔｣が道路盛土安定性に及ぼす影響の評価法と

対策法の構築
R2〜R4

7
道路管理の⾼度化・効率化に資する４次元

インフラマネジメント⼿法の開発
R2〜R4

4
⻑⼤橋の観測データの活用による維持管理⽀援

システムの検討
R1〜R3 姫路河川国道事務所

5
既設橋梁における⾼⼒ボルト継⼿の実態調査と

安全性評価および点検、補修⽅法の検討
R1〜R3

2
ＥＴＣ２.０プローブ情報を活用した渋滞要因分析

システムの開発に関する研究
R1〜R3 奈良国道事務所

3 土壌⽔分を考慮した斜⾯監視システムの実装 R1〜R3 兵庫国道事務所 他

研究プロジェクト プロジェクトリーダー 研究期間

1 トンネル点検⽀援技術の⾼度化に関する研究 H30〜R2

9
デジタルツインを用いたＰＣ橋の補修・

部分更新・撤去技術に関する研究
神⼾⼤学⼤学院 工学研究科

 三⽊ 朋広 准教授
R2〜R4 （未定）
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１．はじめに 

国土交通省では、平成 28 年度より建設現場の⽣産性向上を図る「i-Constraction」を推進する
ことにより、誰もが働きやすい現場を目指しています。その中で、産官学が連携した i-Constraction
推進コンソーシアム「技術開発・導入 WG」を設⽴し、企業間連携を推進するため、主に建設分野
以外の最新技術を建設現場に取り入れ、⽣産性向上を⾏うことを目的として、現場ニーズと技術シ
ーズをマッチングさせる取組みを⾏ってきています。 

平成 31 年度より近畿地⽅整備局においても、現場ニーズと技術シ
ーズのマッチングを開始しました。この取組みについて、以下に紹介
します。 
 
2．近畿地整におけるマッチングの取組み 

近畿地⽅整備局では、「新技術の発掘」、「企業間の連携」を推進し、
新技術の開発促進・普及拡⼤を目的に、現場ニーズと技術シーズをマ
ッチングさせる取組みを進めています(図-6 参照)。各事務所建設現
場のニーズを募集し、既存技術で対応可能なニーズを省くなど、絞り
込みを⾏ったところ、26 件のニーズとなりました。 

平成 31 年４⽉に、このニーズに対して技術シーズを公募したとこ
ろ、５件の現場ニーズに対し、６件の技術シーズがありました。８⽉
には「マッチングイベント」を開催し、６件の技術シーズとのマッチ
ングが成⽴しました(表-14 参照)。フィールド実証実験を経て、その
マッチング成果を紹介します。参考 URL は下記のとおりです。 

https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/i-construction/matching.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

近畿地整における現場ニーズと技術シーズのマッチングについて 
〜 フィールド実証実験を経てマッチング成果の紹介 〜 

図-6 マッチング⼿順 

表-14 マッチングが成⽴した技術の⼀覧 
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3-1.フィールド実証実験を経たマッチング技術の成果の紹介（その 1） 
①-1 ニーズ︓道路の路⾯凹凸状況と位置情報の⾃動記録したい 

シーズ︓IRI ワイヤレス路⾯計測技術（ACTUS による路⾯モニタリング） 
技術の概要と試⾏状況、技術の検証および項目別の評価結果は、表-15，16 に示すとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

表-15 技術概要と現場試⾏状況 

表-16 技術の検証と項目別の評価 
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3-2.フィールド実証実験を経たマッチング技術の成果の紹介（その 2） 
①-2 ニーズ︓道路の路⾯凹凸状況と位置情報の⾃動記録したい 

シーズ︓⼀般⾛⾏⾞両の⾛⾏データを活用した路⾯性状配信サービス 
技術の概要と試⾏状況、技術の検証および項目別の評価結果は、表-17，18 に示すとおりです。 

 
 
 
 
  

表-17 技術概要と現場試⾏状況 

表-18 技術の検証と項目別の評価 
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3-3.フィールド実証実験を経たマッチング技術の成果の紹介（その 3） 
③ニーズ︓土砂災害後の監視観測を少ない機器で⾏い、避難指示の解除の判断を検討するための 

データを取得したい 
シーズ︓GNSS を利用した⾃動監視・観測技術 

技術の概要と試⾏状況、技術の検証および項目別の評価結果は、表-19，20 に示すとおりです。 
 
 
 
 
 

表-20 技術の検証と項目別の評価 

表-19 技術概要と現場試⾏状況 
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令和 2 年度の第 1 回新技術活用評価会議は、新型コロナウィルス感染防⽌対策のため、持ち回り
会議⽅式にて審議、了解されました（表-21 参照）。なお、第 2 回会議はリモートＴＶ会議⽅式を
含め、評価会議の進め⽅が議論されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新技術活用評価会議だより 
〜 令和 2 年度 第 1 回会議の開催状況 〜 

表-21 審議された技術の⼀覧表 
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もっとふれあうテクノロジー 

国土交通省近畿地方整備局 

近 畿 技 術 事 務 所 
〒736-0082 
大阪府枚方市山田池北町 11-1 
TEL：０７２-８５６-１９４１ 

 

Ministry of Land,Infrastructure,Transport and 
tourism，Kinki Regional Development Bureau 

Kinki Engineering Office 
E-mail kkr-otayori-kingi@mlit.go.jp 

 

編集協力 一般財団法人先端建設技術センター 

次号予告︓ 
近畿地⽅整備局、新都市社会技術融合創造研究会では、毎年、新都市社会技術セミナーを開催して、

プロジェクトの成果を報告・発表しています。現在、継続中のプロジェクトが 5 件、また新規⽴ち上げ
プロジェクトが 4 件、進⾏しています。今回、⼤⻄委員⻑にコメントをいただきましたが、次号以降、
令和元年度完了プロジェクト 5 件について、プロジェクトの成果をあらためて紹介していきます。 

国交省近畿地⽅整備局のニーズに対する⺠間の技術シーズのマッチングについて、マッチングが成⽴
した６技術のうち、今回 3 技術を紹介しましたが、残りの 3 技術は次号で紹介する予定です。 

近畿建設新技術活用通信は近畿技術事務所のホームページでも公開中です。 

(https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/develop/correspondence.html) 
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